
（平成２１年１０月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 18 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 26 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 1779 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年４月から同年６月までの期間及び同

年 10月から同年 12月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年４月から同年 12月まで 

② 昭和 62年４月から同年６月まで 

③ 昭和 62年 10月から同年 12月まで 

    私は、老後のために国民年金保険料を最後まで納付していたが、国の年金

制度ということで信用していたので、領収書は残していなかった。 

妻と私の二人分の保険料を私が納付してきたので、申立期間が妻は納付済

みで私だけ未納とされているのは納得がいかない。保険料を納付するお金に

困ったことは無く、今も二人の娘の保険料を私が納付している。申立期間に

ついて保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間②及び③の前後に連続する昭和 62 年１月から同年３月

までの期間、同年７月から同年９月までの期間及び 63 年１月から同年３月ま

での期間の保険料を、納付日付は不明ではあるが、過年度納付していることが

確認できることから、これらの過年度納付期間にそれぞれ挟まれている申立期

間②及び③について未納とされているのは不自然である。 

一方、申立人は、申立期間については夫婦二人分の保険料を現年度納付して

いたとしており、申立人の妻については現年度納付していたことが確認できる

が、Ａ市が保管する申立人の被保険者名簿を見ると、昭和 62年８月 26日に申

立人から「25年納付したのでもう納付しない。」との申出があった旨の記載が

確認できる上、同市保管の「納付データ明細表」によれば、申立人は、61 年

４月１日に同年１月から同年３月までの保険料を現年度納付した後は、同年４

月から 63 年３月までの保険料については現年度納付したこととはされておら



ず、平成元年２月 20日に昭和 63年４月から平成元年１月までの保険料を現年

度納付した時点から現年度納付を再開したことが確認できることから、申立期

間当時、夫婦二人分の保険料を一緒に現年度納付していたとする申立人の主張

とは相違する。 

また、上記のとおり、申立人は昭和 62 年８月時点で、以後の保険料を納付

しないとの意思表示をいったん行った後、平成元年２月から保険料の現年度納

付を再開したことがうかがわれることから、このころから過年度保険料の納付

も開始したと考えても不自然ではなく、この時点を基準とすると、申立期間①

の保険料は、時効のため、納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらず、申立人が申立期間①の保険料を納付したことを示す関

連資料（確定申告書、家計簿等）も無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 62 年４月から同年６月までの期間及び同年 10 月から同年 12 月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年 11 月から４年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 11月から４年２月まで 

    私は 20 歳になると国民年金に加入しなければならないことは知っていた。

伯母から誕生日の前に加入手続をするように教えられ、市役所で加入手続を

行った。申立期間当時は収入が少なく自分では保険料を納付できなかったの

で、母親に納付してもらっていた。 

申立期間の保険料納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料が未納とされているのは申立期間のみであり、かつ、

16か月と比較的短期間である。 

また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたのは申立人の 20 歳の

誕生月である平成２年＊月であり、申立人の主張どおり、このころ申立人は国

民年金加入手続を行ったものとみられることから、申立期間の保険料を納付す

ることは可能であった。 

さらに、申立期間の保険料を納付していたとする申立人の母親は昭和 39 年

１月の国民年金被保険者資格取得後、同年４月から 60 歳になるまで保険料の

未納は無く、保険料の納付意識が高かったことがうかがわれる。 

加えて、申立期間当時、申立人の父親も同期間は納付済みとされているのに、

申立人のみが未納とされているのは不自然である。 

このほか、申立人は、厚生年金保険から国民年金への切替手続等を適切に行

っており、年金に対する関心が高かったこともうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から同年６月まで 

    私は、Ａ県に行っていたため、Ｂ市Ｃ区に住んでいた母親に、昭和 56 年

か 57 年に国民年金の加入手続と保険料の納付を依頼した。そのため、母親

が一括して納付してくれたと思っているが、申立期間のみが未納とされてい

るので、納付されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期から、申立人の国民年金加入手続

は、昭和 57 年３月ごろに行われたものと推認される。この加入手続の時点で

は、申立期間を含む 55年２月から 57年１月までの保険料を納付することが可

能であり、当該期間のうち、申立期間以外の期間の保険料はすべて納付されて

いる。 

また、申立人の戸籍の附票には、国民年金加入手続と同時期の昭和 57 年３

月にＡ県に転居したことが記載されているが、申立人の国民年金手帳記号番号

はＢ市Ｃ区で払い出されており、以降、社会保険庁が保管する申立人の被保険

者台帳（マイクロフィルム）には住所変更の記載は無い。このことから、申立

人の国民年金加入手続及び保険料納付は同区で行われたと考えられ、申立人自

身はＡ県に居住していたが、Ｂ市Ｃ区に住むその母親に国民年金の加入手続及

び保険料納付を依頼したとする説明に不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立期間の前後の期間の国民年金保険料は３か月分ずつまとめて過

年度納付されているほか、申立人の母親は、申立人の保険料を納付していたと

する当時に、自身の保険料も過年度納付等により納付に努めていた状況がみら

れ、申立人の申立期間の３か月の保険料のみ納付しなかったとするのは不自然

である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1782 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年３月まで 

    国民年金制度発足当初に、私の母親が私の国民年金の加入手続を行い、保

険料を納付してくれていた。結婚後も同じ住宅に住んでおり、Ａ市Ｂ区に転

居するまで母親が保険料を納付してくれていたはずである。申立期間が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期から、申立人の国民年金加入手続

は昭和 36 年３月ごろに行われたものと推認され、国民年金制度発足当初にそ

の母親が加入手続を行ってくれたとする申立人の説明と符合する。 

また、申立人の国民年金手帳の記載から、昭和 36 年度の国民年金保険料は

前納されており、申立期間の直前の 37 年度の保険料も現年度納付されている

ことが確認でき、申立人の保険料を納付していたとするその母親の保険料納付

意識は高かったものと認められるほか、申立期間の直後の 39年度及び 40年度

の保険料は申立人が現年度納付している。 

さらに、申立人は、昭和 38年３月に婚姻（婚姻届は同年 12月）したが、Ａ

市Ｂ区に転居するまではその母親が保険料を納付していたとしており、この点

については、申立人の住民票により、同区に転居したのは同年 12 月であるこ

とが確認できる。 

加えて、申立人の国民年金手帳の昭和 37 年度の印紙検認記録欄には、昭和

37 年 12 月 20 日に同年度の保険料を一括納付したことを示す検認印が押され

ており、当該検認印は、その内容から集金人のものとみられる。これは、Ａ市

における集金人制度の開始が同年 11 月であったことから、集金人が初めて申

立人の母親宅を訪れたのが同年 12 月であったと考えられ、申立期間について



も、集金人が申立人の母親宅を訪れていたと推認される。このため、集金人が

訪れたにもかかわらず、母親が申立期間の保険料を納付しなかったとは考え難

いほか、申立人の母親は、申立期間の直前の 36年度及び 37年度の保険料を一

括で納付していることから、申立期間についても、１年分をまとめて納付した

と考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1783 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年４月から 54年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 54年４月まで 

    私は、国民年金手帳をもらってから妻と一緒に保険料を納付してきた。申

立期間が私だけなぜ未納とされているのか納得できないので、納付があった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号の払出時期から、夫婦の国民年

金加入手続は昭和 48 年３月ごろに行われたものと推認される。この加入手

続の翌月の同年４月以降、申立人が 54年５月に、その妻が 60年５月に厚生

年金保険被保険者となるまでの国民年金保険料は、申立人の申立期間を除き

すべて納付されており、夫婦の保険料を納付していたとする妻の保険料納付

意識は高かったものと認められる。 

また、夫婦の国民年金手帳の検認日の記載及び社会保険庁が保管する夫婦

の被保険者台帳（マイクロフィルム）の記録から、昭和 48 年４月から 51

年３月までの保険料納付日はすべて夫婦同一であることが確認でき、妻が夫

婦の保険料を一緒に納付していたとする申立人の説明に不自然な点は見当

たらない。 

さらに、申立人の妻は、申立期間のうち、昭和 52年度及び 53年度の国民

年金保険料を前納しており、申立人の保険料のみ納付しなかったとは考え難

い。 

２ 申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年４月の直後（同年５月）に厚生年

金保険被保険者となり、国民年金の資格を喪失している。Ａ市が保管する申

立人の被保険者名簿の記載から、この資格喪失の手続は、厚生年金保険被保

険者資格取得の直後に適切に行われたことが確認でき、申立人の年金制度へ



の理解は高かったものと認められる。 

また、申立人の被保険者台帳の昭和 54 年度の欄には、納付書送付との記

載がある。これは、昭和 54 年４月の国民年金保険料の過年度納付書と考え

られ、申立人が同月の保険料を現年度納付しなかったとしても、当該過年度

納付書により納付したと考えるのが自然である。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1784 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年９月、同年 10 月及び７年１月の国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年４月から同年６月まで 

② 平成６年９月及び同年 10月 

③ 平成７年１月 

    会社退職後は、常にＡ市役所で国民年金と国民健康保険の加入手続を行い、

最寄りの郵便局で保険料を納付してきた。厚生年金保険と国民年金の保険料

を重複納付し、その還付を受けたこともあり、保険料納付意識を高く持って

いる。このため、短期間とはいえ保険料を未納としたことはあり得ないので、

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、平成元年４月に会社を退職後、Ａ市役

所で国民年金の加入手続を行ったとしている。しかし、社会保険庁の国民年

金手帳記号番号払出簿では、申立人の国民年金手帳記号番号は３年 11 月に

同市で払い出されたことが記載されている。同市が保管する被保険者名簿で

は、申立人に対し、同年 10 月に新規に年金手帳を交付したことが記載され

ているほか、申立期間①当時に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、社会保険庁及びＡ市の記録では共に、申立人の国民年金資格取得日

は平成３年１月８日となっており、申立人が唯一所持する年金手帳の「初め

て被保険者となった日」欄にも同日と記載されている。 

以上のことから、申立人の国民年金加入手続は平成３年 10 月ごろに行わ

れ、その際に、同年１月にさかのぼって資格取得したものと推認される。こ

のため、申立期間①の当時は、国民年金に未加入であった上、申立期間①は、



資格取得前の無資格期間であり、無資格者に対して納付書が発行されること

は無いことから、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人は、当初、申立期間①の国民年金保険料を郵便局で納付し

たとしていた。しかし、Ａ市では、その当時、郵便局で保険料を納付するこ

とはできなかったとしており、申立人の説明と相違するほか、申立人は、後

日の聴取では、その母親に納付してもらったかもしれないとするなど、記憶

があいまいである。 

加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿等）は無い。 

２ 申立期間②及び③については、社会保険庁のオンライン記録では、申立人

の元妻の当該期間の国民年金の資格種別（第３号被保険者と第１号被保険

者）変更処理は、平成８年７月に行われたことが記録されている。このこと

から、申立人の当該期間の国民年金の資格種別（第２号被保険者と第１号被

保険者）変更処理も同年７月に行われたものと推認される。この時点では、

当該期間の保険料を過年度納付することが可能であり、社会保険庁のオンラ

イン記録では、当該期間のものと思われる過年度納付書が同年７月に作成さ

れたことが記録されている。 

また、申立人の元妻は、申立人の国民年金保険料の納付を申立人の母親に

依頼したことがあるとしており、申立人の母親も元妻に頼まれて申立人の保

険料を納付したことがあるとしている。申立人とその元妻は、平成５年７月

に婚姻しており、平成５年度の申立人の保険料は婚姻前に前納していること

から、元妻が申立人の母親に納付を依頼したとする保険料は、申立期間②及

び③の過年度保険料以外に該当するものは無い。 

さらに、申立人の母親は、申立人の元妻に依頼されて納付した国民年金保

険料は月額１万円程度と記憶しており、申立期間②及び③の保険料額（月額

１万 1,100円）とほぼ合致する。 

加えて、申立人の母親は、申立人の国民年金保険料を市役所か農業協同組

合で納付したと記憶している。この点については、Ａ市を管轄する農業協同

組合では、申立期間②及び③の当時、国庫金（過年度保険料）を取り扱うこ

とは可能であったとしており、申立人の母親の説明に不自然な点は見受けら

れない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成６年９月、同年 10 月及び７年１月の国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



愛知国民年金 事案 1785 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年 10 月から 50年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 50年３月まで 

    私の両親から、将来のことを考えて、国民年金保険料をしっかり納付しな

くてはいけないと言われていたので、加入手続した時期は記憶していないが、

保険料はすべて納付したはずである。自営の事業も当初から好調で収入もあ

り、一部の期間だけ納付せず未納にするはずがないので、申立期間が未納と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続を行った時期について不明としているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期から、昭和 50年 12月ごろに加入手

続が行われたものと推認され、その時点では、申立期間のうち、48年 10月か

ら 50年３月までの保険料を過年度納付することが可能である。 

また、申立人は、国民年金の加入手続を行った昭和 50年 12月ごろに、申立

期間の直前の 45 年９月から 48 年３月までの保険料を特例納付しているほか、

申立期間以後の保険料はすべて納付しているなど、納付意識は高かったものと

認められる。 

さらに、上記の過年度納付が可能な期間の国民年金保険料は、昭和 50 年１

月から同年３月までを除いて、申立人が納付した特例納付の保険料より低額又

は同額である。このことから、社会保険庁の納付記録どおりとすると、申立人

は、特例納付保険料より低額で納付することができる期間の保険料を納付せず、

特例納付のみを行ったこととなり、不自然である。 

一方、申立人の国民年金加入手続が行われた昭和50年12月ごろの時点では、

申立期間のうち、48 年４月から同年９月までの保険料は時効により納付する



ことはできない。 

加えて、申立人が申立期間以前の期間の国民年金保険料を納付した第２回特

例納付では、昭和 48 年３月までの保険料が納付可能とされており、第２回特

例納付によっても同年４月から同年９月までの保険料を納付することはでき

ない。 

このほか、申立人が申立期間のうち、昭和 48 年４月から同年９月までの国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



愛知厚生年金 事案1793 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成10年10月に

ついては34万円、11年10月、17年８月及び19年８月については32万円に訂正す

る必要がある。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人の標準賞与額の記録については、申立期間のうち、平成15年12

月19日については15万4,000円、17年12月20日については22万7,000円、18年７

月20日及び19年７月13日については14万4,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和63年10月から平成19年８月まで 

    私が所持している給与明細書の報酬月額と社会保険事務所に記録されて

いる標準報酬月額を比較したところ、申立期間の標準報酬月額は報酬月額よ

り低額であったので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

また、賞与についても、所持している賞与明細書(平成15年７月から19年

７月)よりも低額であれば記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険庁の記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間のうち、

平成10年10月については32万円、11年10月、17年８月及び19年８月について

は30万円と記録されているが、申立人が所持している給与明細書により、10

年10月については34万円、11年10月、17年８月及び19年８月については32

万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが確認できる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額から、平成10年10月については34万円、11年10月、17

年８月及び19年８月については32万円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、給

与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保

険庁に記録されている標準報酬月額が平成10年10月、11年10月、17年８月及

び19年８月については一致していないものの、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

２ また、社会保険庁の記録によると、申立人の標準賞与額は、申立期間のう

ち、平成15年12月19日については12万4,000円、17年12月20日については19

万7,000円、18年７月20日及び19年７月13日については11万4,000円と記録さ

れているが、申立人が所持している賞与明細書により、15年12月19日につい

ては15万4,000円、17年12月20日については22万7,000円、18年７月20日及び

19年７月13日については14万4,000円の標準賞与額に見合う厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認で

きる保険料控除額から、平成15年12月19日については15万4,000円、17年12

月20日については22万7,000円、18年７月20日及び19年７月13日については

14万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、賞

与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準賞与額と社会保険

庁に記録されている標準賞与額が、平成15年12月19日、17年12月20日、18

年７月20日及び19年７月13日については一致していないものの、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。 

３ 一方、申立期間のうち、上記以外の期間に係る標準報酬月額については、

給与明細書において確認できる報酬月額又は事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか低い方の

額が、社会保険庁に記録されている標準報酬月額を超えないことから、当該

期間の標準報酬月額に係る記録を訂正する必要は認められない。 

また、申立期間のうち、上記以外の期間に係る標準賞与額については、賞

与明細書において確認できる賞与額又は事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額のそれぞれに見合う標準賞与額のいずれか低い方の額と社

会保険庁に記録されている標準賞与額が一致していることから、当該期間の

標準賞与額に係る記録を訂正する必要は認められない。



愛知厚生年金 事案 1794 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を平成 12年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    私のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険の資格喪失日は、平成 12年 10月

31日とされている。 

しかし、私は、平成 12年 10月 31日までＡ社Ｂ支店に勤務し、同年 11

月１日からは、多くの従業員と共に関連会社のＣ社に移籍しているので、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   給与明細書及び雇用保険の記録から、申立人は、Ａ社Ｂ支店に平成 12 年 10

月 31 日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、平成 12 年 10月分の給与明細書

における保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主に確認できないため不明であるが、事業主が資格喪失日を平成 12年 11月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤っ

て記録することは考え難い上、13 年６月に社会保険事務所がＡ社Ｂ支店に対

して実施した事業所調査において、申立人と同じく資格喪失日が 12 年 10 月

31 日と記録されている複数の同僚について事業所の届出が誤っており、資格

喪失日を同年 11 月１日に訂正することが必要である旨指示していることから、



事業主が同年 10 月 31 日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 1795 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間①に係る標準報酬

月額の記録を平成３年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から４年２

月までは 41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年４月１日から４年３月 31日まで 

② 平成４年３月 31日から６年１月 20日まで 

私がＡ社に勤務していた申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月

額は、銀行に振り込まれていた給与額と大きな隔たりがあるので、実際の報

酬額に見合った記録に訂正してほしい。 

また、私は、Ａ社が平成６年１月に倒産するまで勤務し、退職した後、雇

用保険の失業給付を受けており、４年３月 31 日に同社が厚生年金保険を脱

退（全喪）したことは会社から一切説明を受けていないので、申立期間②に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人の

Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成３年４月から同年

９月までは 36 万円、同年 10 月から４年２月までは 41 万円と記録されてい

たものの、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（同年３

月 31 日）以降の同年４月８日付けで、申立期間の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して

８万円に訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所においてこの

ような処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

    また、Ａ社では、申立人以外の 57 人についても、申立人と同日に、標準

報酬月額がさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、申

立人の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないこと



から、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た平成３年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から４

年２月までは 41万円とすることが必要と認められる。 

  ２ 申立期間②については、雇用保険の記録及び給与の振込記録から、当該期

間に申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、社会保険庁の記録によると、Ａ社は平成４年３月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所を全喪しており、当該期間については適用事業所ではな

いことが確認できる。 

    また、Ａ社が加入していたＢ健康保険組合における申立人の被保険者期間

は、厚生年金保険の被保険者期間と同じ平成２年４月 12日から４年３月 31

日までとなっている。 

さらに、申立人は、平成４年４月１日から現在までは、Ｃ市の国民健康保

険に加入している上、同年４月から 13年 12 月までは、国民年金の保険料を

納付している。 

    加えて、当該期間当時の事業主及び事務担当者と連絡が取れないため、申

立人のＡ社における厚生年金保険の取扱いについて確認することができな

い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 30 年 11 月２日、資格喪失日は 31

年２月 17 日であると認められることから、申立期間④に係る厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間④の標準報酬月額は、7,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

     氏    名 ： 男 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日  ： 昭和７年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  ①  昭和 25年３月１日から 27年５月１日まで 

             ②  昭和 27年 11月１日から 29年４月１日まで 

  ③  昭和 29年４月１日から 30年５月１日まで 

               又は  

   昭和 31年 10月１日から 32年５月 22日まで 

 ④ 昭和 30年 11月２日から 31年２月 17日まで 

 ⑤ 昭和 32年９月７日から 33年８月１日まで               

   申立期間に各事業所で働いていたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い

旨回答をもらった。給与から社会保険料を控除されていたと思うので、調査

し、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④については、申立人は、当該期間とは別の期間においてＡ社に

２年くらい勤務していた旨証言しているところ、社会保険事務所が保管する

同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人と生年月日の月

のみが異なるものの、同姓同名の者の厚生年金保険被保険者記録（昭和 30

年 11 月２日資格取得、31 年２月 17 日資格喪失。）が確認できるとともに、

当該被保険者記録が基礎年金番号に未統合となっていることが確認できる

ことから、当該未統合の被保険者記録は申立人の記録であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間④においてＡ社に勤務し、

申立人の同社における資格取得日は昭和 30 年 11 月２日、資格喪失日は 31

年２月 17日であると認められる。 

なお、申立期間④の標準報酬月額については、当該未統合の被保険者記録

から、7,000円とすることが妥当である。 



２ 申立期間①については、Ｂ社は、所在地を管轄する法務局に商業・法人登

記の記録は無く、社会保険事務所の記録によると、同社は、昭和 35 年５月

16 日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①については適

用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚３人についても、Ｂ社における申立期間

①の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

申立期間②については、Ｃ社の同僚の証言から判断して、勤務した時期は

特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ社の承継会社であるＤ社は、「当時の資料等は残ってお

らず、申立ての事実は確認できない。」と回答していることから、申立人の

申立期間②における勤務実態については確認できない。 

また、Ｃ社の厚生年金保険の新規適用日である昭和 25 年８月１日から申

立期間②を含む30年３月24日までの期間における同社の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、申立人の名前は無く、当該期間の健康保険整理番号

に欠番は見られない。 

申立期間③については、申立人の証言及び申立人が名前を挙げている事業

主等３人のＥ社での厚生年金保険被保険者記録が確認できることから判断

して、勤務した時期は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、申立人が同職種の同僚として名前を挙げた２人は、Ｅ社に

おける厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

また、申立人は、Ｅ社での勤務について、昭和 29年４月１日から 30年５

月１日までの期間又は 31年 10月１日から 32年５月 22日までの期間のいず

れかの期間に勤務していたと証言しているところ、社会保険事務所の記録に

より、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは 29 年６月１日である

ことから、申立期間③のうち、同年４月１日から同年５月 31 日までの期間

については適用事業所ではなかったことが確認できる。 

さらに、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所となった日以降の期間における

同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前は無く、健康

保険整理番号に欠番は見られない。 

申立期間⑤については、Ａ社は平成 12年９月 12日に破産しており、同社

から、申立ての事実を確認できる関連資料や証言は得られない。 

また、申立人は同僚の名前を覚えておらず、申立期間⑤にＡ社において厚

生年金保険の被保険者記録がある複数の者に照会したものの、いずれも申立

人のことを覚えておらず、申立ての事実を確認できる証言は得られない。 

なお、申立人は、Ａ社に２年ぐらい勤務していたと証言しているものの、

申立人の勤務期間に関する記憶は極めて曖昧
あいまい

である上、前述のとおり、同社



の厚生年金保険被保険者記録において、昭和 30 年 11 月２日から 31 年２月

17 日までの期間について、生年月日の月のみが異なるものの、申立人と同

姓同名で、基礎年金番号に未統合の記録が確認できたことから、申立人が同

社に勤務していた期間は、申立期間④であったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③及び⑤における厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②、③及び⑤に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



愛知厚生年金 事案 1797 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び④について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を平成 15 年４月から同年８月ま

での期間、同年 11 月、同年 12 月、16 年３月、同年５月、同年７月、17 年８

月、同年 10月から 18年１月までの期間、同年４月、同年６月から同年９月ま

での期間及び同年 11月から 19年２月までの期間については 32万円、15年９

月、同年 10月、16 年 12月、17年７月、同年９月、18年３月、同年５月、同

年 10月、19年４月から同年６月までの期間及び同年８月については 30万円、

16年１月、同年２月、同年４月、同年６月、同年８月から同年 11月までの期

間及び 18年２月については 34万円、19年３月及び同年７月については 28万

円に訂正する必要がある。 

また、申立人は、申立期間②及び③について、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 12 日につ

いては３万円、16 年 12 月 15 日については５万 2,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立期間①から④に係る上記訂正後の標準報酬月額及び標

準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年４月１日から 17年１月１日まで 

             ② 平成 15年 12月 12日 

             ③ 平成 16年 12月 15日 

             ④ 平成 17年７月１日から 19年９月１日まで 

    Ａ社では、従来、基本給からのみ社会保険料を控除していたが、平成 15

年４月から 19年８月までの間（ただし、17 年１月から６月までの期間を除

く。）は、成果給からも社会保険料を控除しており、社会保険庁の記録と相



違がある。給与明細書があるので、申立期間について、標準報酬月額及び標

準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び④については、社会保険庁の被保険者記録照会回答票（資格

画面）では、申立人の当該期間の標準報酬月額は、平成 15 年４月から 16 年

11 月までは 22 万円、16 年 12 月、17 年７月及び同年８月は 16 万円、17 年９

月から 19年８月までは 17万円とされている。 

しかし、申立人から提出された給与支払明細書により、申立人は、平成 15

年４月から同年８月までの期間、同年 11 月、同年 12 月、16 年３月、同年５

月、同年７月、17 年８月、同年 10 月から 18 年１月までの期間、同年４月、

同年６月から同年９月までの期間及び同年11月から19年２月までの期間につ

いては 32 万円、15 年９月、同年 10 月、16 年 12 月、17 年７月、同年９月、

18年３月、同年５月、同年 10月、19年４月から同年６月までの期間及び同年

８月については 30万円、16年１月、同年２月、同年４月、同年６月、同年８

月及び 18 年２月については 34 万円、16 年９月及び同年 11 月については 38

万円、16 年 10 月については 36 万円、19 年３月及び同年７月については 28

万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を給与から控除されていたこと

が確認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内のため、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確認で

きる保険料控除額から、平成 15 年４月から同年８月までの期間、同年 11 月、

同年 12 月、16 年３月、同年５月、同年７月、17 年８月、同年 10 月から 18

年１月までの期間、同年４月、同年６月から９月までの期間及び同年 11 月か

ら 19 年２月までの期間については 32 万円、15 年９月、同年 10 月、16 年 12

月、17 年７月、同年９月、18 年３月、同年５月、同年 10 月、19 年４月から

同年６月までの期間及び同年８月については 30 万円、16 年１月、同年２月、

同年４月、同年６月、同年８月及び 18 年２月については 34 万円、19 年３月

及び同年７月については 28 万円とし、給与明細書において確認できる報酬月

額から、16年９月から同年 11月までは 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、給与

明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額

と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が、申立期間①及び④の全期

間にわたり一致していないことから、事業主は給与明細書で確認できる報酬月



額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ず、その結果、社会保険事

務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立期間②及び③については、申立人から提出された賞与支払明細書により、

申立人は、Ａ社から賞与の支払を受け、その主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準賞与額については、賞与支払明細書の賞与額及び保険

料控除額から、平成 15 年 12 月 12日については３万円、16年 12月 15日につ

いては５万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間②及び③に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料について納付していないことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 1798 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、

申立期間に係る資格喪失日（昭和 42 年３月 29 日）及び資格取得日（45 年１

月 21日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を、42年３月から 44年 10月

までは６万円、同年 11月及び同年 12月は６万 4,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

 住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年３月 29日から 45 年１月 21日まで 

 昭和 41年４月、Ａ社に入社し、途中、勤めを変えること無く退職した 51

年 10 月まで同社に勤務していた。申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 41年４月 30日に

厚生年金保険被保険者の資格を取得し、42 年３月 29 日に資格を喪失後、45

年１月 21 日に同社において再度資格を取得しており、42 年３月から 44年 12

月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

 しかしながら、Ａ社から提出された在籍証明書及び雇用保険の記録により、

申立人が申立期間において同社に継続して勤務したことが認められる。 

 また、Ａ社の事務担当者は、「40年以上前のことでよく分からないが、申立

人と面談したところ、申立期間も継続して当社に勤務していたことは間違いな

いようであり、厚生年金保険料も控除していたと認めざるを得ない。」と証言

している。 

 さらに、社会保険庁のオンライン記録において、Ａ社の厚生年金保険被保険

者を抽出調査（姓がアで始まる者全員：343 人）したところ、306 人（89％）



は厚生年金保険の被保険者記録が継続していることが確認できる上、同社にお

いて複数回被保険者資格を取得している者37人のうち32人（全員の９％）は、

前の資格喪失から再取得までの期間に他社での被保険者記録が確認でき、残る

５人のうち連絡が取れた１人は、「健康問題などで、いったんＡ社を退職した。」

と証言している。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後の社会保

険事務所の記録から、昭和 42 年３月から 44 年 10 月までは６万円、同年 11

月及び同年 12月は６万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにも

かかわらず、社会保険事務所がこれを記録するとは考え難いことから、事業主

が社会保険事務所の記録のとおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 1799 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間①及び②に係る標

準報酬月額については、平成元年12月から２年５月までは26万円に、３年２月

から同年９月までは41万円に訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 平成元年 12月 11日から２年６月 30日まで  

② 平成３年２月 21日から同年 10月 31日まで 

    申立期間①については、営業担当をしていたため、社会保険の手続につい

ては何も知らなかった。 

申立期間②については、総務の仕事をしていたが、会社が社会保険料を滞

納したため、社会保険事務所から何度も呼び出され、差し押さえるものも無

いので、社会保険事務所の職員から給与を減額すれば納付しないでよくなる

と指導を受けたので、社長の指示を受けて印を押した。 

申立期間①及び②とも控除された社会保険料は、会社から返されること無

く、うやむやとなってしまった。最近の報道で思い出し、気にしてはいたが、

社会保険事務所から連絡を受けたので、同僚のためにも記録を回復してほし

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険庁のオンライン記録において、申立人のＡ社

における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成元年 12 月から２年５月

までは 26 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなった日（同年 10 月５日）より後の同年 11 月１日付けで、元年

12月 11日にさかのぼって９万 8,000円に減額訂正されていることが確認でき

るが、社会保険事務所において、このような処理を行う合理的な理由は見当た

らない。 

また、申立人は営業担当をしており、社会保険の事務手続処理に関与してい



なかったと主張しているところ、複数の同僚は、「申立人は営業・経理の仕事

を兼任していた。」と証言していることから、申立人は社会保険事務について

権限を有しておらず、標準報酬月額が遡及
そきゅう

訂正された事実を承知していなかっ

たと認められる。 

これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、申立

人の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た 26万円とすることが必要と認められる。 

申立期間②について、社会保険庁のオンライン記録において、申立人のＢ社

における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成３年２月から同年９月ま

では 41 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所に該

当しなくなった日（同年 10月 31日）より後の４年３月４日付けで、３年２月

21 日にさかのぼって８万円に減額訂正されていることが確認できるが、社会

保険事務所において、このような処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

また、申立人は、当時、総務・経理の仕事に携わり、社会保険事務の手続に

関与し、社会保険事務所の職員から保険料滞納の処理の指導を受けているが、

代表者の指示により遡及
そきゅう

訂正の手続をしたもので、自分の権限で訂正処理をし

たものではないと主張しているところ、複数の同僚は、「申立人は、社会保険

事務について権限を有していなかった。申立人は、代表取締役の指示を受けて

社会保険事務の手続をしていた。」と証言していることから、社会保険事務の

手続についての権限を有していなかったと認められる。 

さらに、Ｂ社では、申立人以外に代表取締役も同様にさかのぼって標準報酬

月額の減額訂正がされていることが確認できるが、同人とは連絡がつかず、周

辺事情を調査することができない。 

これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、申立

人の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た 41万円とすることが必要と認められる。 



愛知厚生年金 事案 1800 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 46 年３月 17 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年３月17日から同年４月１日まで 

    私は、昭和28年４月に入社してから平成７年に定年退職するまで、Ａ社に

継続して勤務していた。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社保管の人事簿、雇用保険の被保険者記録及び健康保険組合の記録から、

申立人が同社に継続して勤務し（昭和46年３月17日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支

店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、昭和46年４月の社会保険事務所

の記録から、10万円とすることが妥当である。  

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社Ｂ支店は、昭和 46 年４月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間については適用事業所で

はないものの、申立人及び同僚は、「Ｂ支店は新たに出来た部署であり、同所

には数十人の従業員が勤務していた。」と証言しており、社会保険事務所の記

録でも、同社Ｂ支店の新規適用時には 95 人の厚生年金保険被保険者資格の取

得が確認できる上、同社も厚生年金保険の適用事業所の届出が遅れたことを認

めていることから、申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断される。 



 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、厚生年金保険の適用事業所の届出が遅れたことを認めていることから、社

会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



愛知厚生年金 事案 1801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 29年５月 30日から同年９月１日までの期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における資格取得日及び資格喪失日に係る記録を昭

和 29年５月 30日及び同年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名  ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和９年生 

 住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年５月 30日から同年 10月 31 日まで 

 私は、昭和 29年５月までＢ社のＣ船において機関員をしていた。同年３

月には海技免許を取得し、Ｂ社とＡ社の話合いの上、同年５月 30日をもっ

てＡ社のＤ船に転船することになり、機関長として乗船した。同年 10月末

ごろまで勤めていたし、船員保険に加入していたと思うので、調査し、申立

期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に船員保険の記録がある同僚は、申立人はＡ社に勤務し、Ｄ船の機

関長をしていたと証言していること、同郷の先輩Ｅ氏はＤ船に乗船しているこ

とを申立人から聞いていたことを証言していることから、申立人が同社のＤ船

に乗船していたことが認められる。 

また、申立人は、直前の勤め先のＢ社から会社間の話合いでＡ社に移ってお

り、Ｂ社に引き続いて、Ａ社に勤務したと主張しているところ、申立人の前任

と思われる機関長は、昭和 29年５月 11日に船員保険の被保険者資格を喪失し

ていることから、申立人は、同年５月 30 日には、Ｄ船に乗船していたものと

認められる。 

さらに、申立人は、Ａ社を辞めた経緯について、昭和 29 年９月中旬にＤ船

のエンジンが故障し、その修理後、責任をとって同社を退社したと主張してい



るところ、申立人の後任と思われる機関長は、同年９月１日に船員保険の被保

険者資格を取得していることから、申立人は、少なくとも同年８月 31 日まで

はＤ船に乗船して勤務していたものと認められる。 

加えて、同僚は、当時、Ａ社の社員は全員船員保険の被保険者資格を取得し

ていたと証言している上、申立人から提出を受けた写真に申立人と共に写って

いる者（船長Ｆ氏及び甲板員Ｇ氏）は、いずれも申立期間に船員保険の被保険

者記録が確認できることから、申立人のみ船員保険料を給与から控除すること

無く、勤務させ続けたとは考え難い。 

また、昭和 29 年５月から同年８月までの標準報酬月額については、職務内

容が同一であった同僚の記録から、１万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社の全喪日は不明であり、同社は昭和 47年８月 30日に解

散していることから、保険料を納付したか否かについては不明であるが、当該

期間の被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る

社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、事業主から申立人に

係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪

失届も提出されているにもかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務

所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事

務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 一方、申立期間のうち、昭和 29 年９月１日から同年 10 月 31 日までの期間

について、申立人のＡ社における勤務実態及び船員保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 29 年９月１日から

同年10月31日までの期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1802 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額（50万円）であったと認められることから、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額の記録を50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成13年６月１日から同年12月７日まで 

 私は、社会保険事務所から教えられて、自分の標準報酬月額がＡ社全喪後

に遡及
そきゅう

して訂正されていたことを知った。 

 平成12年８月にＡ社が設立された時は、私自身が事業主であったが、13

年６月15日付けで変更され、そのころから厚生年金保険料の滞納が始まった

と思われる。 

 しかし、私は、事業主から従業員の立場に変わってからも、給与及び厚生

年金保険料の控除額は被保険者資格の取得時と変わらなかったので、申立期

間について、遡及
そきゅう

訂正前の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の厚生年金保険被保険者記録においては、当初、申立人の申立期

間の標準報酬月額を申立人が主張する 50 万円と記録していたところ、Ａ社が

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成 13 年 12 月 31 日）の

後の 14 年８月 19 日付けで、13 年６月１日に遡及
そきゅう

して標準報酬月額が９万

8,000円に引き下げられている。 

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は同社設立時の取締役で

あったものの、平成 13年３月 26日に解任されていることが確認できるととも

に、社会保険庁の記録によると、同年６月 15 日に事業主変更されたことが確

認できるところ、同社の複数の従業員は、「申立人は、申立人に係る標準報酬

月額の訂正処理が行われた時点では、社会保険事務に関与していなかったと思

われる。」としている上、同社において経理事務を担当していた従業員は、「申



立人は、設立当初から経理事務にも社会保険関係の手続にも関与していなかっ

た。また、取締役を解任されたときには申立人は所在不明で、連絡が取れなか

った。」としていることから、申立人は、社会保険事務について権限を有して

おらず、標準報酬月額が遡及
そきゅう

訂正された事実を承知していなかったと認められ

る。 

これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、申立

人の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た 50万円とすることが必要と認められる。 



愛知厚生年金 事案1803 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における申立人の被保険者記録

のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和25年３月25日）及び資格取得日（同

年11月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を8,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和25年３月25日から同年11月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ支店に勤めていたが、厚生年金保険被保険者記録を確認した

ところ、申立期間が空白となっていることが分かった。同社を途中退職した

ことは無く、継続して勤務していたのに、一部期間が空白となっているのは

納得できないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ支店において昭和 23 年２月

15日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、25年３月25日に資格を喪失後、

同年 11月１日に同社において再度資格を取得しており、同年３月から同年 10

月までの申立期間に係る被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人は、Ａ社において、昭和 22 年 11

月１日資格取得、52年９月 29日離職とされていることが確認できるとともに、

同社の複数の同僚は、申立人が申立期間も継続して同社に勤務し、申立期間の

前後で、職務内容や雇用形態に変わりはなかったと証言している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間も継続してＡ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和25年２月及び同年11月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いが、事業主か

ら申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が

社会保険事務所の記録のとおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 1786 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年 12月から 11年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 12月から 11年３月まで 

    国民年金保険料を支払うのは大変だったが、家を買う時の融資に年金や税

金等の未払が影響することを思い、地道に支払ってきた。 

申立期間の保険料は、私の妻が、納付書により、毎月、Ａ銀行や郵便局、

信用金庫等で支払った。 

申立期間の保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保険料を

納付していたとする申立人の妻は、申立期間の保険料を毎月納付していたとし

ているが、申立人の申立期間前後の期間の保険料の納付状況を見ると、平成７

年度及び８年度については、２か月又は４か月単位で納付されている期間もみ

られるほか、11 年度については、同年度保険料を現年度納付可能な期限の間

際である平成 12 年４月にまとめて納付されたとされており、申立期間当時の

保険料納付の周期に係る申立人の妻の記憶とは相違している。 

また、社会保険庁の記録には、申立人に対して平成 12年 12月に過年度保険

料に係る納付書が作成されたとの記録があることから、申立期間のうち、同年

12月時点で時効前であった 10年 11月から 11年３月までの保険料は現年度納

付されていなかったこともうかがわれる。 

さらに、申立期間の大半は平成９年１月以降の期間であり、このころには年

金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が進み、記録漏れ、

記録誤り等が生ずる可能性は少なくなっているところ、申立人が、申立期間の

保険料を納付したことをうかがわせる関連資料（確定申告書、家計簿等）も無

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1787 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から 61年３月まで 

    私が 20歳になった昭和 41年＊月に、母親が、自宅に来た事務員（集金人）

を通して国民年金の加入手続を行った。申立期間の保険料も納付してくれた

はずである。 

また、国民年金の資格喪失日は、社会保険庁では昭和 57年 10月１日と記

録されているが、私が所持している国民年金手帳では、61 年４月１日資格

喪失と押印されており、申立期間が未加入期間とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料納付に関与しておらず、

これらを行ってくれたとするその母親は病気のため当時の保険料納付状況に

ついて確認することはできない。 

また、社会保険庁が保管している申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）

では、昭和57年10月１日に国民年金の資格を喪失したことが記載されている。

この点について、申立人は、その所持する国民年金手帳では、資格喪失日は

61年４月１日と記載されているのみで、57 年 10月１日の記載は無く、社会保

険庁の記録と合致していないとしている。 

しかし、被保険者台帳には、申立人の昭和 57 年 10 月の資格喪失を 58 年１

月に社会保険事務所から社会保険庁に進達したことを示す記載があることか

ら、同年１月までに資格喪失手続が行われていたことが確認できる。 

さらに、申立人が所持する国民年金手帳は申立人の婚姻（昭和 45 年３月）

前の姓で発行されているが、婚姻後の改姓や住所変更の記載が無く、41 年 12

月の資格取得の記載以降は、61 年４月１日の資格喪失と第３号被保険者資格



取得のゴム印が押されているのみであるほか、申立人の 45年１月から 50年３

月までの保険料は未納となっている。これらのことから、当該国民年金手帳は

長期間使用されておらず、第３号被保険者資格の取得手続の際に誤って 61 年

４月１日資格喪失と記載したものと推認される。この点については、上記の国

民年金手帳の後に発行された年金手帳の「国民年金の記録」欄には、57 年 10

月１日資格喪失、61 年４月１日第３号被保険者資格取得と記載されており、

この記載は社会保険庁の記録とも合致し、不自然な点は見当たらない。 

以上のことから、申立期間は、申立人が国民年金の資格を喪失後の無資格期

間であり、無資格者に対して納付書が送付されることは無いことから、保険料

を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年 12 月から 44 年５月までの期間及び 44 年８月から 48 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 12月から 44 年５月まで 

② 昭和 44年８月から 48年３月まで 

    私は、20 歳から国民年金保険料の納付は国民の義務だと思い、すべて納

付してきたのに、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時に国民年金の加入手続を行ったとしている。しかし、

社会保険庁の国民年金手帳記号番号払出簿では、申立人の国民年金手帳記号番

号は申立期間後の昭和 48 年４月にその妻の国民年金手帳記号番号と連番で払

い出されたことが記載されており、申立期間当時に別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、国民年金の加入手続の時期、場所及び国民年金手帳の受領に関する申

立人の記憶は不明確である。 

以上のことから、申立人の国民年金加入手続は昭和 48年４月ごろに行われ、

その際に 41年 12月にさかのぼって資格取得したものと推認され、申立期間当

時は未加入であったことから、保険料を納付することはできなかったと考えら

れる。 

さらに、申立人は、昭和 45 年４月に婚姻する前の国民年金保険料はその母

親が納付してくれていたとしており、申立人は関与しておらず、母親が死亡し

ているため、その状況を確認することはできない。 

加えて、申立人は、婚姻後はその妻が国民年金保険料を納付していたとして

おり、夫婦の国民年金加入手続が行われたと推認される時点（昭和 48年４月）

では、申立期間のうち、46年１月から 48年３月までの保険料を過年度納付又



は現年度納付することが可能である。しかし、婚姻後の保険料納付を行ってい

たとする申立人の妻はその当時の保険料納付についての記憶が無いとしてい

る上、妻も申立期間の保険料は未納であり、加入手続後に納付されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1789 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年４月から平成３年３月まで 

    申立期間当時、私は大学生でＡ市の実家に住んでいた。私が 20 歳になっ

た時に、母親が私の国民年金の加入手続を行い、収入が無かった私の保険料

を納付してくれていたはずである。納付の事実が確認できるものは無いが、

申立期間について保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親は、申立人が 20 歳になった時にＡ市で国民年金の加入手続を

行ったと記憶しているが、Ｂ市Ｃ区に転居した後かもしれないとしている。こ

の点については、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成３年６月ごろに同区

を管轄する社会保険事務所で払い出されており、申立期間当時にＡ市で、申立

人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情は見当たらない。このため、申立人の国民年金加入手続は同年６月ごろに

Ｂ市Ｃ区で行われたものと推認され、申立期間当時は未加入であったことから、

保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間当時は学生で国民年金の任意加入対象者であり、

任意加入対象期間については、制度上、加入手続の時点からさかのぼって資格

取得することはできない。このため、申立人の母親が平成３年６月ごろに申立

人の加入手続を行った際に、制度改正により学生が強制適用となった同年４月

までさかのぼって資格取得したものと考えられる。したがって、申立期間は無

資格期間であり、加入手続後に申立期間にさかのぼって保険料を納付すること

もできない。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録では、平成３年 10 月に同年４月から

同年 10 月までの国民年金保険料をまとめて納付し、その後は、４年３月まで



毎月、納付したことが記録されている。このことからも、申立人の国民年金加

入手続が３年６月ごろに行われ、その後送付された納付書により７か月分の保

険料をまとめて納付したと考えるのが自然である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1790 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年７月から 60年３月までの期間及び平成９年 10月から 10

年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年７月から 60年３月まで 

② 平成９年 10月から 10年４月まで 

    私は、老後の生活を考えると、年金はどうしても必要になると思っていた

ので、家計でも優先して欠かさず国民年金保険料を納付していた。途中で保

険料が未納であるということはとても理解し難いので、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫の指示により国民年金保険料を納付していたとしており、

申立期間の保険料納付の詳細については分からないとしている。 

また、申立人の夫は、主に、自身が申立人の国民年金保険料を納付していた

としているが、申立期間の保険料納付について具体的な記憶は無い。 

さらに、申立人及びその夫は、夫の仕事の関係で別に居住していた時期があ

るとしており、夫婦の戸籍の附票により、申立期間①の前の昭和 58 年３月か

ら申立期間②の後の平成 10 年７月までは、夫婦の住民登録地が別であったこ

とが確認できる。この点については、夫婦の住民登録地が同一であった同年８

月に申立期間②の直前の９年７月から同年９月までの保険料が過年度納付さ

れたことが社会保険庁の記録により確認でき、申立期間②を含む同年７月から

10 年４月までの当時には、夫婦が別に居住していたため、保険料が現年度納

付されなかったことが推測される。 

加えて、上記の過年度納付が行われた直後の平成 10 年９月に、申立人及び

その夫の住民登録地は再び別となっている。申立期間②のうち、９年 10 月か

ら 10 年３月までの保険料の過年度納付書も送付されていたはずであるが、そ



の直前の期間の保険料を過年度納付した後、申立人の夫とは居住地が別になっ

たため、当該期間の過年度納付が行われなかったとも考えられる。 

このほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1791 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年７月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から 61年３月まで 

    私は、毎月自宅に来ていた町内（婦人会）の集金人に、妹の分と一緒に二

人分の国民年金保険料を納付していた。３か月ごとの農業協同組合の領収印

が押された領収書を受け取った記憶もあるので、申立期間について納付があ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月から国民年金保険料を納付しており、申立期間に

ついても、以前から引き続き保険料を納付していたとしている。しかし、社会

保険庁及び申立人が居住するＡ市の記録では共に、申立人は 58 年７月に国民

年金の資格を喪失し、以後、61 年４月に資格取得するまで、申立期間中に国

民年金の資格を取得した記録は無い。 

また、申立人は、国民年金の資格喪失手続を行った記憶は無いとしている。

しかし、上記のとおり、社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイク

ロフィルム）及びＡ市が保管する申立人の被保険者名簿でも、申立人が昭和

58 年７月に国民年金の資格を喪失したことが記載されており、その記載内容

から、この資格喪失の記録は、その当時に記載されたものであることが確認で

きる。申立期間当時には、申立人の夫が厚生年金保険被保険者で、申立人は国

民年金の任意加入者に該当していたことから、資格喪失手続が行われたことに

ついて不合理な点は無く、ほかに申立期間当時に申立人の資格喪失手続が行わ

れていたことを疑わせる事情も見当たらない。 

さらに、Ａ市では、申立期間当時には、納付書を発行しており、納付組織（婦

人会）は国民年金保険料を集金して納付書により金融機関で納付していたとし

ている。しかし、上記のとおり、申立人の申立期間は資格喪失後の無資格期間



であり、無資格者に対して納付書が発行されることは無いことから、納付組織

が申立人の保険料を集金し納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1792 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年 11 月から 55 年５月までの期間、60 年５月、同年６月、

同年８月、同年９月、同年 12月から 61年８月までの期間、平成６年７月、同

年８月、７年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年 11月から 55 年５月まで 

② 昭和 60年５月及び同年６月 

③ 昭和 60年８月及び同年９月 

④ 昭和 60年 12月から 61年８月まで 

⑤ 平成６年７月及び同年８月 

⑥ 平成７年１月及び同年２月 

    申立期間①は、父親が私を同行させてＡ町役場の窓口で国民年金の加入手

続と保険料納付を行った。その後は父親が納付していた。申立期間②、③及

び④の前半は、Ｂ市で自営業をしている時に父親に送金し、父親が私の代わ

りにＡ町役場で保険料を納付してくれていた。その当時の何回かの領収書を

父親から受け取ったが紛失したので所持していない。申立期間④の後半、⑤

及び⑥は、私が納付していたので、申立期間が未納とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期から、

申立人の国民年金加入手続は昭和54年12月ごろに行われたものと推認され、

その時点では、申立期間①のうち、52 年 11 月から 54 年３月までの保険料

を過年度納付するとともに、同年４月以降の保険料を現年度納付することが

可能である。 

しかし、申立人は、申立期間①について、その父親と共に国民年金の加入

手続を行った際に、父親が保険料を納付し、その後も父親がＡ町役場で納付



していたはずであるとするのみで、具体的な納付方法及び納付金額について

の記憶は無く、父親が死亡しているため、その状況を確認することもできな

い。 

また、Ａ町では、国民年金の窓口や役場庁舎内の金融機関では国庫金（過

年度保険料）を扱っていなかったとしている。一方、申立人は同町役場で保

険料を納付したとしており、申立期間①の一部の保険料が過年度納付されて

いたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②、③及び④については、申立期間④の前半までは申立人はＢ市

に居住していたが、国民年金保険料はＡ町に住む申立人の父親が納付してい

たとしている。この点については、社会保険庁のオンライン記録では、昭和

61年４月に、申立人がＢ市からＡ町に住所変更したことが記録されている。

このため、申立期間②、③及び申立期間④のうち、60 年 12 月から 61 年３

月までの期間は、申立人の国民年金の住所はＢ市に登録され、納付書も同市

の住所に送付されていたと考えられることから、Ａ町に居住していた申立人

の父親が同町で保険料を納付していたとするのは不自然であるほか、父親が

死亡しているため、その状況を確認することもできない。 

また、社会保険庁のオンライン記録では、申立期間②、③及び④の間に挟

まれる昭和 60 年７月、同年 10 月及び同年 11 月の国民年金保険料は、申立

人がＡ町に戻った後に過年度納付されたものであることが確認でき、申立人

がＢ市在住中にその父親が納付していたとする申立人の説明と相違するほ

か、申立人はさかのぼって納付した記憶は無いとしており、申立期間②、③

及び申立期間④のうち同市在住期間の保険料も過年度納付されていたこと

をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間④のうち、申立人がＡ町に転居して以降の昭

和 61 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、申立人自身が

町役場で納付したとするのみで、納付方法についての記憶は不明確であるほ

か、申立人の妻も当該期間の保険料は未納であるなど、申立人の当該期間の

保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間⑤及び⑥については、社会保険庁のオンライン記録により、当該

期間の国民年金の資格（第１号被保険者）は、基礎年金番号制度の施行（平

成９年１月）以降に記録されたものであることが確認できる。このため、申

立期間⑤及び⑥については、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した

際に国民年金の資格取得手続が行われておらず、その当時に保険料を納付す

ることはできなかったと考えられる。 

また、仮に、申立期間⑤及び⑥の国民年金の資格記録の追加処理が平成９

年１月に行われたとすると、その時点では、申立期間⑤の保険料は時効であ

るが、申立期間⑥の保険料を過年度納付することが可能である。しかし、申

立人は、申立期間⑤及び⑥の保険料を、その当時に、町役場で納付したとす



るのみで、さかのぼって納付した記憶は無いほか、上記のとおり、Ａ町では、

役場窓口及び庁舎内の金融機関では過年度保険料を扱っていなかったとし

ているなど、申立期間⑥の保険料が過年度納付されていたことをうかがわせ

る周辺事情は見当たらない。 

４ このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿等）は無い。 

５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



愛知国民年金 事案 1793 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    申立期間については、母親が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付し

ていた。私が 48歳のころ、社会保険事務所で、昭和 36年４月から納付済期

間は 12 年あると言われたため、申立期間が未納とされていることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時にその母親が申立人の国民年金加入手続を行い、保

険料を納付していたと述べている。しかし、社会保険庁の国民年金手帳記号番

号払出簿では、申立人の国民年金手帳記号番号は申立期間後の昭和 41 年６月

に払い出されたことが記載されており、申立人には住所地の変更が無いなど、

この払出以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

また、申立人の兄の国民年金手帳記号番号は申立人と連番で払い出されてお

り、兄は、その父親から兄自身の国民年金加入手続をしたことを聞いたとして

いる。これらのことから、申立人の両親は、昭和 41 年６月ごろに申立人とそ

の兄の国民年金加入手続を一緒に行い、その際、36 年４月にさかのぼって資

格取得したものと推認される。このため、申立人は、申立期間当時は国民年金

に加入しておらず、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、昭和

39年４月から 41年３月までの保険料を過年度納付することが可能である。し

かし、申立人はその当時の保険料納付に関与しておらず、その状況について確

認することができないほか、その当時に申立人及びその両親と同居し、申立人

と一緒に国民年金加入手続が行われたその兄の申立期間の保険料も未納であ



り、当該期間の保険料が過年度納付されていたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料納付に関与し

ておらず、これらを行ってくれたとするその母親は既に死亡しているため、そ

の状況を確認することはできない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1794 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年 10 月から 63 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 10月から 63年４月まで 

    私は、昭和 62年 10月に会社を退職し、すぐに区役所で国民年金の加入手

続をした。申立期間の保険料は、送られてきた納付書により、金融機関で全

額一括納付したので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婚姻前の昭和 62年 10月に国民年金の加入手続を行ったとしてい

る。しかし、社会保険庁の記録により、申立人の国民年金手帳記号番号は、申

立人の婚姻後の平成３年４月に払い出されたものであることが確認できる。Ａ

市Ｂ区が保管する申立人の被保険者名簿の作成日も同年４月 10 日で、申立人

の婚姻後の姓で作成されている上、申立人が所持する年金手帳にも申立人の婚

姻後の姓が記載されているほか、申立期間当時に別の国民年金手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、社会保険庁のオンライン記録では、申立期間の国民年金の資格（第１

号被保険者）喪失、申立期間後の平成元年８月及び同年９月の国民年金の資格

取得並びに資格喪失は、３年４月９日に追加処理により記録されたものである

ことが確認できる。 

さらに、申立人は、平成２年７月以降は国民年金の第３号被保険者となって

いるが、この資格記録の処理（第１号被保険者から第３号被保険者への種別変

更）も３年４月９日に行われたことが、社会保険庁のオンライン記録に記録さ

れている。 

以上のことから、申立人の国民年金加入手続は平成３年４月に行われ、その

際に、申立期間から加入手続までの国民年金の資格がさかのぼって記録された

ものと推認される。このため、申立期間当時には加入手続が行われていなかっ



た上、加入手続が行われた時点では、申立期間の保険料は時効により納付する

ことはできない。 

加えて、申立人は、昭和 62年 10月に国民年金の加入手続を行った後に送付

された納付書により申立期間の保険料を一括で納付したと記憶している。しか

し、申立期間は年度をまたいでいることから、同年 10 月に加入手続を行った

後に送付される納付書は同年 10月から 63年３月までの分となり、同年４月以

降の納付書は昭和 63 年度当初ごろに送付されることになる。このことから、

62年 10月に加入手続したとすると、申立期間の保険料を納付する機会は少な

くとも２回はあったことになり、申立人の記憶と相違する。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知厚生年金 事案 1804 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年ごろから 40年ごろまで 

    私は、Ａ社に昭和 37年ごろから 40 年ごろまで勤務していた。 

当時の事業主と事務員の名前を記憶しており、同僚二人と一緒に撮った写

真もあるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚二人が、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原

票(以下「被保険者原票」という。)に記載されていることなどから、勤務期間

は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがわれる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は昭和 37年 11月１日に厚生

年金保険の適用事業所となり、40年１月 18 日に全喪しており、申立期間の一

部は適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、Ａ社の被保険者原票に申立人の名前は無く、健康保険整理番号＊番か

ら最終払出番号＊番まで欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考

え難い。 

さらに、事業主及び申立人が提出した写真に写っている同僚二人は、いずれ

も既に死亡している上、当時の事務員からは申立人のＡ社における勤務実態に

ついて具体的な証言を得ることができない。 

このほか、申立人が申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1805 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 大正 14年生 

 住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 17年 11月１日から 19年 10月１日まで 

 Ａ社における厚生年金保険の資格取得日は昭和19年10月１日とされてい

るが、17年 11月１日から勤務していたのは確かなので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が所持する国民労務手帳及びＡ社の人事記録から、申立人が申立期間

に同社に勤務していたことは推認できる。 

 しかし、申立期間当時の厚生年金保険の適用範囲は、労働者年金保険法（昭

和 16 年法律第 60 号。17 年６月施行。）では、常時 10 人以上の従業員を使用

する工業、鉱業及び運輸業の事業所に使用される男子筋肉労働者を対象として

いたものが、厚生年金保険法（昭和 19 年法律第 21 号）の施行（同年 10 月全

面施行。）により、健康保険と同様に、常時５人以上の従業員を使用する工業・

鉱業・商業の事業所及び事務所に使用される男女労働者（職員を含む。）に拡

大されており、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、適用拡大により被保

険者となった者であることを示す「改・１」の表示がある上、同台帳に記載さ

れた申立人の資格取得年月日は、適用拡大された厚生年金保険の受付開始日で

ある同年６月１日となっている（保険料の徴収開始は厚生年金保険法の全面施

行日である同年 10月１日。）。 

また、同僚は、「申立人は、申立期間当時、使役（連絡係）の仕事をしてお

り、現場の仕事ではなかった。」と証言している。 

 さらに、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険労働者年金保険被保

険者名簿には、申立人の資格取得年月日が昭和 19年５月 16日と記載されてお

り、同日以前には申立人の名前も健康保険整理番号の欠番も無い上、他の被保



険者の資格取得時期からみて、当該資格取得年月日は健康保険に係るものであ

ると考えられる。 

加えて、Ａ社の事業主は既に死亡しており、当時の事務担当者とも連絡が取

れない上、申立人が名前を挙げた同僚は、死亡又は高齢のため、証言を得るこ

とができない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1806 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 10月１日から同年 12月 25日まで 

私は、申立期間において、現場を移った時期は覚えていないが、Ａ社で継

続して働いていた。厚生年金保険の被保険者記録が、昭和 29年 10月１日か

ら同年 12月 25日まで無いことに納得がいかないので、調査し、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 同僚の証言及びＡ社が提出した書類から判断して、申立人が申立期間に同社

で勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社は、「当時の臨時建設員は、１年契約や現場の工期が終わるま

での契約で働いていた人が多く、現場から別の現場に移動する場合、厚生年

金保険の被保険者記録が抜けている人も多くいた。その間、保険料は控除し

ていない。」と証言している。 

また、申立人が当時、同じ臨時作業員であったとして名前を挙げている同僚

５人のうち３人については、Ａ社の厚生年金保険の被保険者記録の途中でそれ

ぞれ１か月の無資格期間がある。 

さらに、上記３人のうち、申立人が一緒に現場を移動したと証言している同

僚は、上記の無資格期間のほか、申立人と同様に、申立期間において被保険者

記録が無い。 

加えて、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無く、申立人も保険料控除の有無について覚えてい

ないとしている。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1807 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和58年５年９日から平成５年８月１日まで 

私は、Ａ社の昭和58年５月の入社当時から月額約40万円の給料を得ていた。

それから徐々に上がって６年目には月額約50万円の給与をもらっていた。 

しかし、標準報酬月額はそれに見合ったものでなく、保険料も高い保険料

が引かれていたと思うので、標準報酬月額の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出を受けた昭和58年から60年までの３年間及び平成５年の「所得

税源泉徴収簿」に記載されている社会保険料控除額は、社会保険庁に記録され

ている標準報酬月額に基づく健康保険料及び厚生年金保険料の合計額とおお

むね一致する。 

また、Ａ社は、「平成４年の事業所火災による当該申立期間の一部に係る関

係資料焼失のため、詳細は分からない。申立期間当初は、社会保険料を滞納し

社会保険事務所から差押えをされるなど会社の経営状態も苦しく、社会保険料

の負担が大きいことから標準報酬月額を低めにして、年数とともに徐々に標準

報酬月額を高くしていったと思うが、給与から標準報酬月額に係る社会保険料

より高い保険料を控除していなかったと思う。」と回答している上、申立人の

前後に資格取得した複数の同僚の標準報酬月額と申立人の標準報酬月額との

間に特段の差異は無い。 

さらに、Ａ社から提出された昭和58年８月から平成５年10月までの期間の

「被保険者標準報酬決定内訳書」又は「被保険者標準報酬決定通知書」に記載

されている標準報酬月額と社会保険庁の記録は一致している。 

加えて、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年



金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる資料は無

い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1808 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和37年５月30日から39年９月６日まで 

    Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤した後のＣ支店での厚生年金保険被保

険者記録が無いことに納得できないので、申立期間について、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ支店及び同社Ｃ支店における複数の同僚の証言から判断して、申立人

が、同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤したことは推認できるものの、申立人の

勤務期間についての証言は得られない。 

   また、社会保険庁の記録により、Ａ社Ｃ支店は、昭和38年12月21日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち、37年５月30日から38年12

月20日までは適用事業所ではなかったことが確認できる上、社会保険事務所が

保管する同社Ｃ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同支店が

厚生年金保険の適用事業所になった38年12月21日から39年９月６日までの期

間について、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見られない。 

   さらに、Ａ社Ｃ支店は昭和62年１月９日に全喪、Ａ社自体も、平成12年６月

16日の本社を最後に全喪しており、申立ての事実を確認できる関連資料が得ら

れない。 

加えて、申立人と一緒にＡ社Ｃ支店に転勤した同僚二人についても、申立人

と同様に、同支店における申立期間の被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1809 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年２月１日から 36年 11月１日まで 

    私は、Ａ社で勤めていた期間は高校に在学中であり、学生であることから

勤務時間が優遇された。同社に勤務した際、厚生年金保険被保険者証を会社

に提出したので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の当時の社長及び同僚の証言により、申立人が申立期間に同社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は平成 10年５月 31日に解散しており、当時の厚生年金保険に

係る資料は既に廃棄しているため、申立人に係る厚生年金保険の取扱い等につ

いて確認できない。 

また、社会保険事務所におけるＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿には、申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無いなど、社会保険

事務所の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、Ａ社の当時の社長は、当時の取扱いは不明だが、原則として、高校

に通っていた人は、卒業後も引き続き同社で働いた場合に正社員とし、その時

点で厚生年金保険の被保険者資格取得の手続をしたかもしれないと回答して

いる。 

加えて、当時、高校に在学していたとする同僚６人のうち１人は、入社から

１年４か月後に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる

が、他の５人は、申立人と同様にＡ社における厚生年金保険被保険者記録が確

認できない上、総務関係の事務担当者とされる者も、厚生年金保険被保険者記

録が確認できない。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1810 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 43年５月まで 

知人から頼まれて、約１年間Ａ社で勤務した。それまでは国民年金に加入

していたが、同社入社後は厚生年金保険の資格を取得したはずなので、申立

期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「申立人が勤務していた工事現場はＡ社Ｂ支店の管轄であるが、当

社が保管している人事記録台帳には申立人の名前を確認できず、申立期間にお

いて申立人が勤務していたかは不明である。また、厚生年金保険関係の資料は

無い。」と回答しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱い等につ

いて確認できない。 

また、申立期間について、社会保険事務所におけるＡ社Ｂ支店に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番

も無い上、申立人は、申立期間に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付し

ていることが確認できる。 

さらに、申立人と同じ現場で勤務していたと証言する同僚は、Ａ社Ｂ支店の

厚生年金保険被保険者記録は確認できない上、申立期間において国民年金に加

入し、国民年金保険料を納付しているところ、同人は、「厚生年金保険に加入

していたか分からない。」と証言している。 

加えて、Ａ社Ｂ支店において、厚生年金保険被保険者記録が認められる複数

の同僚は、「昭和 20 年代から 40 年代中ごろまでの工事の施工現場では、募集

した労働者については、Ａ社の現場係の班長と直接契約を結んでいたと思う。」

と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1811 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年から 38年まで 

私は、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に入っていたので名簿に名前が無いの

はおかしいと思う。厚生年金保険の記録を回復し、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和56年５月21日に厚生年金保険の適用事業所でなくなり、また、

商業登記簿によると、同年３月 20 日に解散しており、元事業主の親族によれ

ば、当時の資料は廃棄済みで、申立人の記憶は無いとの回答で、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険の取扱い等について確認できない。 

また、申立人は同僚の記憶が無く、申立期間当時にＡ社において、厚生年金

保険被保険者記録が認められる同僚５人は、いずれも申立人の記憶が無いとの

回答で、周辺事情を調査できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い上、申立人は、Ａ社における勤務期間の記憶

が曖昧
あいまい

である。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1812 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和23年５月から24年４月２日まで 

 私は、昭和23年５月から24年４月までＡ社Ｂ支店に勤務していた。同社は、

同年にＣ社に吸収合併されたため、その後はＣ社の社員となったが、Ａ社に

係る厚生年金保険被保険者記録が無い。 

保険料控除が証明できる資料は無いが、Ａ社に勤務していたことは確かで

あるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社が保管している申立人に係る職員経歴簿により、申立人が昭和23年８月

にＡ社に入社し、24年３月に退職したことが確認できる。 

また、申立人が記憶しているＣ社の同僚は、「私の叔父が代表取締役を務め

るＡ社Ｂ支店に申立人が勤務しているという話を、昭和23年８月ごろに叔父か

ら聞いたことがある。」と証言していることなどから、申立人が同年８月から

Ａ社Ｂ支店に勤務していたものと認められる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、Ａ社Ｂ支店は、厚生年金保険の適

用事業所となっていないことが確認できる上、申立人が記憶している同支店の

同僚４人のうち、当人と思われる記録が特定できた２人についても、同支店に

勤務していたとみられる期間については、厚生年金保険の被保険者記録は無い。 

また、Ａ社本社の厚生年金保険被保険者名簿についても確認したが、申立人

及び当該４人の同僚の被保険者記録は無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳の記録は、社会保険庁のオ

ンライン記録と一致している。 

加えて、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い上、申立期間当時にＡ社本社及び同社Ｄ支店に



おける厚生年金保険の被保険者記録のある者に聴取しても、申立人の申立期間

に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる有力な証言を得ることはできな

かった。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1813 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年10月１日から９年７月22日まで 

私はＡ社の事業主であったが、平成20年に社会保険事務所の担当者から

「当時、滞納額があったので帳じりを合わせる形で報酬月額を下げられてい

る。」と聞かされるまで、自分の標準報酬月額が減額されていることを知ら

なかった。申立期間当時は会社の業績も良かったし、このような手続を行っ

た記憶は無いので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社は平成９年７月22日に厚生年金保険の

適用事業所を全喪していることが確認できるとともに、申立人の申立期間の厚

生年金保険の標準報酬月額については、全喪日の翌日の同年７月23日付けで、

当初記録されていた59万円及び50万円を22万円に遡及
そきゅう

して訂正されたことが

確認できる。 

しかし、商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取

締役であったことが確認できるとともに、申立人は、自分が社会保険事務を担

当していたとしている。また、申立人は、「保険料を滞納していた時期はあっ

たものの、自分の標準報酬月額の減額処理手続を行った記憶は無い。」として

いるが、社会保険事務所が保管している同社に係る厚生保険特別会計不納欠損

整理簿の記録から、同社は、平成８年から厚生年金保険料の支払を滞納してい

たことが確認でき、同社の代表取締役であった申立人は、事業主として、申立

期間に係る標準報酬月額の減額に同意したものと考えるのが自然である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、Ａ社の代表取締役として、自らの標準報酬月額の訂正処理を執行でき

る権限を有する立場にあったと考えられ、自らの標準報酬月額に係る記録訂正

に関与しながら当該処理が有効なものでないと主張することは、信義則上、許

されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和43年12月22日から45年４月１日まで 

             ② 昭和49年９月21日から51年５月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和45年３月末日まで、Ｂ社に51年４月末日まで勤務してい

たが、厚生年金保険被保険者期間照会をしたところ、Ａ社の申立期間①、Ｂ

社の申立期間②が被保険者とされていないことが分かった。 

社会保険事務所の被保険者記録によると、私の生年月日は間違えて記録さ

れており、社会保険事務所の記録は信用できないので、詳しく調べた上で、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、申立人は昭和45年３月末日までＡ社に勤務していたと

主張しているが、同社が保管している人事カード及び申立人に係る社内の決裁

書類により、申立人の同社退社日が43年12月21日であることが確認できるほか、

雇用保険の記録においても、離職日は同日であることが確認できる。 

申立期間②について、社会保険事務所の記録によると、Ｂ社は昭和50年12

月18日に全喪しており、申立期間のうち、同年12月18日以降の期間は厚生年金

保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ｂ社の元取締役及び複数の同僚に聴取したところ、申立人と同じ昭和

49年９月21日に厚生年金保険被保険者資格を喪失している複数の者が、申立人

は自分と同じ同年９月に退職したとしているほか、50年４月以降に退職した者

は、申立人は自分より前に退職したとしているなど、申立人が申立期間には同

社に勤務していなかったとする証言はあるものの、申立期間に勤務していたと

する証言を得ることはできなかった。 

さらに、Ｂ社は既に全喪しており、申立期間当時の関連資料等を得ることは



できず、ほかに申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 加えて、申立人は、自分の生年月日は「昭和24年＊月＊日」であるにもかか

わらず、社会保険事務所が保管している申立人に係るＡ社の厚生年金保険被保

険者原票に「昭和24年＊月＊日」、Ｂ社の厚生年金保険被保険者原票に「昭和

24年＊月＊日」と誤って記載されていることから、社会保険庁の被保険者記録

は信用できないと主張しているが、申立人がＡ社の入社時に提出した履歴書に

よると、申立人自身が生年月日を「昭和24年＊月＊日」と記載していることが

確認できることから、申立人の生年月日に係る社会保険事務所の記録が誤って

いる原因は、申立人自身が正しい届出を事業所に行わなかったことにあると考

えられ、申立人の生年月日に係る社会保険事務所の記録が誤っていることをも

って、申立人に係る社会保険事務所の記録管理が不適切であるとも認め難い。 

 これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1815 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年２月 28日から 21 年 12月１日まで 

   私は、昭和 19 年 10 月から 21 年 11 月までＡ市Ｂ事業所に勤務していた

が、申立期間については厚生年金保険の被保険者記録が無いことが分かっ

た。保険料控除を証明できる資料は無いが、申立期間に同事業所に勤務し

ていたことは確かなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

（申立人は、当初は、昭和 17 年４月から 21 年 11 月までＡ市Ｂ事業所に勤

務していたと申し立てていたが、厚生年金保険において、女性の制度適用

が昭和 19 年 10 月からである旨伝えたところ、申立期間を 20 年２月 28 日

から 21年 12月１日までと変更した。） 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保管している人事記録及びＡ市職員共済組合の回答から、申立期間に

おいて、申立人がＡ市Ｂ事業所（昭和 17年５月５日採用、21年 11月 30日退

職。）に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかし、当該人事記録によると、申立人は昭和 20年２月 28日付けで、事務

助手から正職員である事務補（雇員）に昇任し、同日付けで厚生年金保険の被

保険者資格を喪失しているところ、事務助手であった複数の同僚についても、

申立人と同日に事務補に昇任し、厚生年金保険の被保険者資格を喪失している

ことが確認できる。 

また、Ａ市職員共済組合は、「当時、事務補は雇員であった。昭和 24 年１

月１日前に退職したＡ市職員については、雇員として採用後、一定期間を経て

吏員に昇任した後、初めて恩給法令（退隠料等条例）が適用されることとなっ

ていたため、雇員になった後、吏員となるまでの間、厚生年金保険や共済組合



のいずれにも加入していない期間がある。Ａ市の雇員は、昭和 24 年１月１日

にＡ市職員共済組合条例が施行されるまで退隠料等条例が適用されなかった。

申立人は雇員として退職しているため、退隠料等条例の適用期間は無い。」と

回答している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されてい

た事実を確認できる関連資料等は無く、当該保険料控除に関する申立人の記憶

も不明確である。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和47年５月１日から50年８月13日まで 

    私は、昭和47年５月１日からＡ社でトラックの荷下ろし及び積込みの仕事

をしていた。給与からは厚生年金保険料を控除されており、生活が苦しかっ

たので、同社に「保険を辞めさせてほしい。」と頼んだところ、「そんな人間

はいらない。」と言われ、退職させられた。同社の厚生年金保険の被保険者

記録が無いことに納得できない。申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び同僚の証言から、申立人が申立期間においてＡ社に

勤務していたことは確認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、申立人は、申立期間において国民

年金に加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

また、申立人がＡ社において同一業務に従事したとする複数の同僚について

も、申立期間において国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していること

が確認できる上、当該同僚も「Ａ社で勤務した期間は、厚生年金保険の被保険

者となっておらず、国民年金の保険料を納付していた。」旨の証言をしている。 

さらに、申立期間に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票につい

て、整理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、当該事業所は既に全喪し、解散しており、申立期間当時の書類は保

存されておらず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1817 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 12月 10日から 45 年５月７日まで 

私は、昭和 44 年５月 21 日にＡ社に入社し、45 年５月６日まで継続して

勤務していた。厚生年金保険記録を確認したところ、空白期間があることが

分かった。保険料控除が証明できる資料は無いが、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚の証言によると、申立人は、申立期間に同社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 44 年 12 月 20 日に

厚生年金保険の適用事業所を全喪しており、申立期間のうち、同日以降は適用

事業所ではなかったことが確認できる。 

また、複数の同僚は、申立期間当時における厚生年金保険料の控除について

記憶が無いと回答している。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の記録は確認できない。 

加えて、Ａ社の事業主は、他界しており、申立人の申立期間に係る厚生年金

保険料の控除の事実をうかがわせる証言を得ることもできない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらず、申立人の厚生年金保険料の控除に関

する記憶も不明確である。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1818 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和27年４月17日から34年11月１日まで 

    私は、Ａ社が倒産する昭和34年10月まで勤務し、その間、給与から厚生年

金保険料が控除されていたことを覚えているので、記録が無い申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社が閉鎖したことを覚えていること及び同僚の証言から判断す

ると、申立人は、申立期間に同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 27年４月 17日に厚

生年金保険の適用事業所を全喪しており、申立期間は適用事業所ではなかった

ことが確認できる。 

また、Ａ社に勤務していた元事業主の親族の証言によると、申立期間におけ

る同社の従業員は５人未満であり、申立期間において同社は、厚生年金保険の

適用事業所の要件を満たしていないことが認められる。 

さらに、当時の事業主は他界しており、元事業主の親族に確認したところ、

当時の資料は保存されておらず、申立てに係る事実を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1819 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和30年４月１日から35年５月４日まで 

    私は、Ａ社に入社する前に勤務したＢ社を退職する際、同社から勧められ

て脱退手当金を受け取った記憶はあるが、Ａ社の脱退手当金を受け取った記

憶は無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするところ、昭和 35年８月 29日に支給決定された脱退

手当金はすべての期間(Ａ社、Ｂ社及びＣ社)をその計算の基礎としており、支

給額に計算上の誤りは無い上、被保険者台帳には脱退手当金の算定のために必

要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答

したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、Ｂ社を退職後に脱退手当金を受け取ったとしているが、同

社の資格喪失日が昭和 30年３月 25日、Ａ社の資格取得日が同年４月１日であ

り、極めて短期間であることから、申立人がＢ社を退職後、脱退手当金を請求

したとは考え難い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに申立期間を

含む脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1820 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和６年生 

 住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ：  昭和27年７月15日から31年11月18日まで 

 Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されているた

め、厚生年金の支給対象とならない期間とされているが、私は脱退手当金を

請求した覚えも、受給した覚えも無いので、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人が記載されているペ

ージとその前後のページに記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保

険被保険者資格喪失日である昭和31年11月18日の前後２年以内に資格喪失し

た者15人の脱退手当金の支給記録を調査したところ、９人に脱退手当金の支

給記録が確認でき、いずれも資格喪失日から６か月以内に脱退手当金の支給

決定がなされている上、当時は通算年金通則法施行前であったことを踏まえ

ると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた

可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額

に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約２か月後の昭和32年１月14日に支給決定されているほか、厚生年金保険

被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を

厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、申立期間とその

後の被保険者期間とは別の記号番号となっており、脱退手当金を受給したた



めに記号番号が異なっているものと考えるのが自然である。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


